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1.効率賃金仮説

前稿1)において，私はケインズの相対賃金理論につ

いて言及したが，この問題については，すでに多くの

ことが言われてきた。まずクラウア_2) そしてそれ

に触発されたパローおよびグロスマン3)以後，ベナ

シ_4)等によるいわゆる数量調整理論の盛況が見られ

た。それは，価格の周定性を前提として，需給の不一

致が各経済主体の取引量に対して課する数量制約に，

諸市場を均衡化する作用があることを示す理論である。

さらにアロー5) 根岸助の推定需要曲線理論がある。

これは市場不均衡下で各経済主体が独占力を持っとの

見解のもとに，各経済主体の設定する価格の変動が，

結果として経済を非ワルラス均衡へと導き得ることを

示す試みである九これらの探求の一展開として，賃

金あるいは価格の硬直性の原因についての様々な研究

がなされてきた。

効率賃金仮説 (E盟ciencyWage Hypo白esis8)) とは，

名前が示すように賃金の高さと労働効率の関にプラス

の関係があることを想定する理論で，それに従えば雇

用者は自分が雇用する労働者のモラールないしは労働

意欲について直接に情報をもつことはできないが，よ

り高い賃金を支払えばそれだけ労働者の士気，生産性

を高める効果があると判断する。このため雇用者はそ

のような賃金の，労働意欲，生産性，労働の質にもた

らす効果を考慮に入れた上で，利潤を最大化するよう

に賃金と雇用量を決定するのである。もしその結果成

立する賃金が労働市場をクリアする(需給を均衡させ
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る)賃金を超えるならば，非自発的失業が存在するこ

とになる9)。

いま Nを雇用者数， eを労働者1人当たりの労働意

欲，加を実質賃金とすると競争的企業の生産関数は

Q=F(e(w)N) 

によって表わされるものとしよう。ここで、利潤極大化

を図る企業は支払う実質賃金1単位当たり最大の労働

意欲を引き出すことができる点を選ぼうとするはずで

ある。このような水準の実質賃金がを効率賃金と呼

ばれる。労働意欲と実質賃金との関係は次の図のよう

に考えられる。実質賃金が低いときは労働者はあまり

働かないが実質賃金の上昇とともに労働意欲は増し始

め，それがマーケットレートに比べて高くなりだすと

さらに労働意欲は増すが，努力にはおのずから限界が

あるため労働意欲を表わす曲線はS字型となる。図

1のがで実質賃金1単位当たりの労働意欲が最大と

なり，また逆にこの点で効率単位に対する実質賃金が

最小となるわけである。
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つまり，企業は限界生産力 e(ω)F'(e(w)N)が効率賃

金に等しい水準となるまで雇用するはずである。

効率賃金仮説は失業が存在している状態で，企業が

労働市場でこれまでより安い賃金でも働きたいという

労働者を見出すことができる状況になっても，企業の

賃金切り下げに対する動機の欠如を説明することは容

易となる。企業は賃金が労働者の効率に及ぼす影響を

考慮に入れた上で，一番良いと思う賃金を支払うわけ

であるから，もしそれ以下に賃金を切り下げるなら，

労働者の労働意欲が最適水準以下に低下し，また労働

市場が好転した際に良質の労働者を獲得することが困

難になると予想する。それらを考慮に入れるならば賃

金は切り下げないのが得策なのであり 10) 労働意欲や

生産関数が変化しないかぎり，効率賃金や雇用量を変

える必然性は存在せず，古典派モデルにおけるように

賃金が引き下げられて，失業が減っていくという自動

調節のメカニズムはここには存在しない。

2. ヒステレシスの理論

以上のように，ニュー・ケインジアンの経済学は，

賃金の硬直性を個々の経済主体の合理的行動の結果と

して導き出してきている。次にフリードマンや新しい

古典派マクロ経済学のマクロ理論の大きな前提となる

自然失業率仮説の妥当性に疑問を呈したニュー・ケイ

ジアンのヒステレシス (Hysteresis)理論11)についてと

り上げてみよう。フリードマンは自然失業率 (natural

rate of unemployment) という概念を「労働市場の効

率，競争または独占の程度，各種の職業で働くことに

対する障害またはその円滑さなどの実質的諸要因に依

存する失業率12)J と定義したが，彼のこの概念は本質

的には摩擦的失業が総労働人口に対して占める比率を

意味するものと考えて差し支えないであろう。そして

自然失業率仮説とは，経済変動は短期的には起こりう

るけれど，経済は長期には一定の自然失業率に戻ると

いう考え方である 13)0

これに対してヒステレシスとは物理学で使われる概

念で，過去の実績の集積が現在の均衡状態に対して粘

着性をもって影響するという状態のことで， 1980年代

以降イギリスを始め多くのヨーロッパ諸国において10

%を超える失業がインフレ率の水準にかかわりなく継

続し，このヨーロッパの1980年代の経験は今までの主

流派の経済学に対して疑念を与えることになる14)。こ

れはいったん上昇した失業率はそのインフレ率の動向

のいかんにかかわらずヒステレシス効果のゆえに長期

的に持続するというわけである。フリードマンが主張

する，経済は長期間には一定の自然失業率に戻るとい

うことはサッチャ一政権下やヨーロッパの多くの国々

において至った類似の現実には適合しないように見受

けられる。

より具体的に考えてみるならば，すでに雇われてい

る企業内の労働者集団(インサイダー)と失業してい

る労働者集団(アウトサイダー)とは互いに代替可能

ではなく，賃金の設定がマーケットで、行われていると

する伝統的な考え方とは逆に，企業内で、行われている

と考えることができる。組合は企業内の労働者を代表

して交渉するし，組合員は賃金の設定に関しては，企

業が労働者を雇うためでなく，組合員の雇用を守るた

めに行っている 15)。マクロの失業率が上昇しても，企

業内の労働者は賃金決定について大きな発言力を持っ

ているため，高い賃金を要求しつづける。他方，失業

している労働者は賃金決定に直接参加できないので，

低い賃金を申し出ることができず，その結呆，高失業

でも高い賃金が設定され，失業の解消に必要な賃金の

下方調整が起こらなくなってしまうというわけである。

またインサイダーとアウトサイダーは代替可能では

ないだけでなく，彼らの入れ替えにはコストがかかる

という前提から出発する議論がある。コスト要因とし

ては，人員入れ替えにともなう求人広告費や選別，折

衝コスト，そしてとりわけ新規労働者の訓練コストな

どが考えられる。これらのコストのためインサイダー

たちは一種の利得(レント)を受けるわけであり，そ

れに基づいて雇用者がアウトサイダーである失業者が

有利に雇い入れることができる賃金水準より高い賃金

水準を要求しうる地位にあると考える。言い換えれば，

企業はその分だけ賃金水準が高くてもなお在職労働者

を保留しておこうとするのであって，それによってイ

ンサイダーよりはるかに不利な雇用機会に直面せざる

をえないのである。

今まで述べてきたインサイダー，アウトサイダーに

関する理論は効率賃金理論とはまた違った理論内容で

はあるが，雇用者がなぜ賃金切り下げの動機をもたな

いかの説明にあたっては，同様の効力を発揮する。も

し雇用者が賃金の切り下げを認め，インサイダーの一

部をアウトサイダーによって入れ替えたとすれば，そ

れは現在インサイダ一関に成立しているバランスを崩

すことになり，低い賃金がもたらす5f1J得を上回って高

くつくことになろう。当該の入れ替えを行ったところ

で，これは結局，まもなくインサイダーになるはずの
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者たちによって現在のインサイダーを入れ替えたにす

ぎないのである。したがって，効率賃金理論の場合と

同様，雇用者側はそのような帰結を前もって考慮する

がゆえに，アンダーピッド(賃金せり下げ)に応じて

新規の労働者を雇い入れようとはしないのである。

3. ソ口ーの理論

前記の諸理論によって，企業すなわち雇用者側がな

ぜ失業者側のアンダービッドを受け入れないか，また

在職労働者たちがなぜ賃金カットを拒否するかを説明

できたとしても，なおそれらは重要な問題を残してい

る。それは，当の失業者たち自身がなぜ競争的により

低い賃金をピッドしないかという問題である。ソロー

が追求しているのは，まさしくこの方向に沿った展開

であり，それについてはソローのバークレー講演録で

ある『制度としての労働市場~16) が出版されている。

ソローの考え方は次のように要約されよう。まず職

に就くことと失業することをほとんど無差別ならしめ

るような賃金水準をリザーベーション賃金と定義し，

そうしたうえで企業と労働者がある種の繰り返しゲー

ムを行うものとする。企業側の戦略としては，相手が

賃金をアンダーカットしない限りリザーベーション賃

金より高いある賃金水準を申し出て，賃金カットをす

る者があればリザーベーション賃金に等しい賃金を申

し出ることとする。他方，労働者の戦略は賃金カット

を行うかどうかであり，行わない場合は企業が申し出

る賃金で雇われるだけの者が雇われ，雇われない者は

失業手当によって扶養される。しかし，もしだれかが

より低い賃金を申し出るとすれば，それ以降はだれも

がリザーベーション賃金で働かねばならないことにな

る。するとこのゲームでは，だれも賃金を切り下げる

者はおらず，企業はリザーベーション賃金より高い賃

金を支払い続け，失業者は失業したままの状態に甘ん

じ続ける，というのがゲームの均衡解となる。

なぜ、このような解が維持されるのかの事情を，失業

者の側から考えてみることにしよう。彼らがもし賃金

カットを行い，現行賃金よりわずかに低い賃金で職を

得たとすれば，来期以降はずっとリザーベーション賃

金に甘んじるのでなくてはならない。しかし，当初も

し賃金カットを申し出なかったとすれば，今期はほぼ

リザーベーション賃金に等しい失業手当で我慢するほ

かはないが，将来はチャンスしだいで，幸い雇用され

ればより高い賃金を得る見込みがある。このため，こ

の二つの所得パターンの割引現在価値をはかれば，将

来割引率が並み外れて高くない限り，賃金カットはし

ない方が得策となる。この場合，賃金は持続的失業と

併存し得るある幅があり，現行賃金の値がその幅の中

に含まれる限り，失業者の倶uに賃金切り下げの誘因は

ないことになるのである。

4. おわりに

以上の所論を通じて，失業の存在する経済において，

なぜ賃金切り下げの誘因が働かないのか，その理由の

一端を解明しようとする諸理論について展開してきた。

総じてこれらの展開はケインズの不完全雇用均衡が成

立後なぜ持続するかを説明することによって，有効需

要の原理を補完する意図をもつものと解してよいであ

ろっ。

しかし伝統的な均衡理論とは異なる特徴があること

に注意する必要がある。まずそれは完全競争の仮定，

とりわけプライス・テーカー(価格受容者)の仮定を

満たしていない。効率賃金理論では企業が一方的に賃

金と雇用量を決定し，ヒステレシス理論では企業内の

労働者が市場力の一部を保有していると考えられてい

る。

もう一つのより根源、的な相違は，これらの理論の場

合，各行動主体の目的関数や制約条件の中に，価格要

因が型破りな形で入ってくることに求められる。

この種の工夫は，今までのスタンダードな経済理論

からの多少の逸脱を意味するが，そのかわりに考察に

真実味を与え，これまで、需給均衡のモデルを手こずら

せてきた持続的失業の解明に道を開くものと考えられ

る。

ニュー・ケインジアンは資本主義社会の価格調整能

力が不卜分であることを理由に，貿易不均衡，失業な

どの不均衡現象が布場の自動調整作用によっては解決

できないことを主張しており，この立場に立てば，合

理的期待派の理論のように，持続する失業を自発的な

ものとみなす必要はなくなるから，政策よる状況改善

の可能性が再びよみがえるのである。(完)
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Summary 

Keynesian economists hold it to be self-evident白atbusiness cyc1es are characterized by involuntary unemployment. 

But construction of a model of the cyc1e wi出 involuntaryunemployment fac四 theobvious di血cultyof explaining why 

the labor market does not c1ear. Involuntarily unemployed people， by definition， want to work at less出釦出egoing 

wage rate. Why don't宣rmscut wages， thereby increasing profits? 

This paper survays a recent literature which offers a convincing and coherent explanation why伽 nsmay血ldit 

unprofitable to cut wages in the presence of involuntary unemployment. 

Section 1 and 2 in this paper desαibe some of the general implications of出eEfficiency Wage Hypothesis and the 

Hysteresis Theory in their simplest forms. 


